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「道路ふれあい月間」

「 

続
け
未
来
にた

か
ら
も
の 

」

地
域
の
道
路
は

８ ９
682

　

事
業
別
で
は
、
直
轄
事
業
の

事
業
費
及
び
国
費
が
２
兆
３
，

１
３
０
億
円
（
対
前
年
度
比

１
・
44
）
、
補
助
事
業
の
事
業

費
が
１
兆
４
，
１
２
９
億
円

（
対
前
年
度
比
１
・
60
）
、
国

費
が
８
，
０
４
５
億
円
（
対
前

年
度
比
１
・
57
）
、
有
料
道
路

事
業
等
の
事
業
費
が
２
兆
７
，

９
０
１
億
円
（
対
前
年
度
比

０
・
85
）
、
国
費
が
１
８
１
億

円
（
対
前
年
度
比
１
・
51
）
と

な
っ
て
い
る
。

　

こ
の
他
に
、
防
災
・
安
全

交
付
金
（
国
費
１
兆
１
，

２
９
３
億
円
）
、
社
会
資
本
整

備
総
合
交
付
金
（
国
費
６
，

８
１
１
億
円
）
及
び
東
日
本
大

震
災
か
ら
の
復
旧
・
復
興
対
策

事
業
と
し
て
社
会
資
本
整
備
総

合
交
付
金
（
国
費
１
５
２
億

円
）
が
あ
り
、
地
方
の
要
望
に

応
じ
て
道
路
整
備
に
充
て
る
こ

と
が
で
き
る
と
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
直
轄
道
路
（
権
限
代

行
区
間
を
含
む
）
に
係
る
災
害

復
旧
事
業
費
（
国
費
85
億
円
）

等
、
行
政
部
費
（
国
費
９
億

円
）
及
び
デ
ジ
タ
ル
庁
一
括

計
上
分
（
国
費
48
億
円
）
が
あ

る
。

　

な
お
、
「
第
１
次
国
土
強
靱

化
実
施
中
期
計
画
に
基
づ
く
取

組
の
推
進
に
必
要
な
経
費
」
、

「
戦
略
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
等
の

形
成
に
資
す
る
イ
ン
フ
ラ
整
備

等
の
推
進
に
必
要
な
経
費
」
、

「
労
務
費
確
保
の
必
要
性
や
近

年
の
資
材
価
格
の
高
騰
の
影
響

等
を
考
慮
し
た
公
共
事
業
等
の

実
施
に
必
要
な
経
費
」
、
「
高

速
道
路
の
料
金
割
引
に
必
要
な

経
費
」
に
つ
い
て
は
、
事
項
要

求
を
行
い
、
予
算
編
成
過
程
に

お
い
て
検
討
す
る
と
し
て
い

る
。

【
は
じ
め
に
】

《
１
．
我
が
国
を
取
り
巻
く
メ

ガ
ト
レ
ン
ド
》

〈
国
家
的
な
危
機
〉

［
人
口
急
減
］

○
こ
こ
５
年
で
、
日
本
全
体
で

約
３
０
９
万
人
減
少
（
４
７
６

市
町
村
で
は
10
％
以
上
減
少
）

出
典
：
総
務
省
「
令
和
７
年
国

勢
調
査
人
口
速
報
集
計
結
果
」

※
２
０
２
０
年
と
２
０
２
５
年

の
比
較

○
２
０
５
０
年
に
は
、
ピ
ー
ク

時
か
ら
約
２
割
減
少
（
人
口
規

模
は
１
９
７
０
年
並
み
で
、
高

齢
化
率
は
約
５
倍
）

出
典
：
総
務
省
「
国
勢
調

査
」
、
「
人
口
推
計
年
報
」
、

国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研

究
所
資
料

※
ピ
ー
ク
は
２
０
０
８
年
の
値

［
自
然
災
害
リ
ス
ク
］

○
１
０
０
年
で
、
１
・
４
℃
気

温
上
昇

出
典
：
気
象
庁
資
料

※
１
８
９
８
～
２
０
２
５
年
の

ト
レ
ン
ド

○
こ
こ
50
年
で
、
大
雨
発
生
回

数
は
約
１
・
５
倍
に
増
加

出
典
：
気
象
庁
資
料

※
全
国
の
１
時
間
降
水
量
50

㎜
以
上
の
年
間
発
生
回
数
の

１
９
７
６
年
～
１
９
８
５
年

の
平
均
と
２
０
１
６
年
～

２
０
２
５
年
の
平
均
の
比
較

○
首
都
直
下
、
南
海
ト
ラ
フ
、

千
島
海
溝
を
は
じ
め
、
全
国
各

地
で
巨
大
地
震
の
リ
ス
ク
が
切

迫出
典
：
内
閣
府
資
料

［
国
土
安
全
保
障
］

○
食
料
自
給
率
は
約
38
％

出
典
：
農
林
水
産
省
「
令
和
６

年
度
食
料
自
給
率
に
つ
い
て
」

※
２
０
２
４
年
度
の
値

○
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率
は
約
16

％出
典
：
経
済
産
業
省
「
令
和
６

年
度
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
実
績

（
確
報
）
」

※
２
０
２
４
年
度
の
値

○
２
０
５
０
年
に
は
、
全
国
の

居
住
地
域
の
約
２
割
が
無
居
住

化出
典
：
国
土
交
通
省
「
第
三
次

国
土
形
成
計
画
」

［
労
働
力
不
足
］

○
２
０
４
０
年
に
は
、
生
産
年

齢
人
口
が
約
２
割
減
少

出
典
：
国
立
社
会
保
障
・
人
口

問
題
研
究
所
資
料

〈
２
面
に
続
く
〉

令和９年度 道路関係予算概算要求概要令和９年度 道路関係予算概算要求概要
事業費　６兆５,１６０億円（対前年度比1.13）　　国費　３兆１,３５６億円（対前年度比1.47）

道路関係予算概算要求総括表

防 災 ・ 安 全 交 付 金

社会資本整備総合交付金
※ 国土交通省全体の防災・安全交付金及び社会資本整備総合交付金であり、地方の要望に応じて道路整備に充てることができる。

１兆１,２９３億円
６,８１１億円

国費

国費

（対前年度比1.32）

（対前年度比1.48）

　

全
国
道
路
利
用
者
会
議
と
道

路
整
備
促
進
期
成
同
盟
会
全
国

協
議
会
は
、
去
る
９
月
２
日

（
水
）
、
東
京
都
千
代
田
区
の

「
都
道
府
県
会
館
」
に
お
い

て
、
『
令
和
９
年
度
道
路
関
係

予
算
概
算
要
求
概
要
説
明
会
』

を
共
催
に
よ
り
開
催
し
た
。

　

全
国
道
路
利
用
者
会
議
関
係

の
地
方
会
議
、
特
別
会
員
及
び

道
路
整
備
促
進
期
成
同
盟
会
全

国
協
議
会
関
係
者
等
約
２
０
０

名
が
参
加
し
た
。

　

説
明
会
の
冒
頭
、
片
山
象
三

道
路
整
備
促
進
期
成
同
盟
会
全

国
協
議
会
顧
問
（
兵
庫
県
西
脇

市
長
）
が
挨
拶
を
行
っ

た
。

　

続
い
て
、
国
土
交
通

省
道
路
局
の
鈴
木
総
務

課
長
、
西
川
企
画
課

長
、
淡
中
環
境
安
全
・

防
災
課
長
よ
り
「
令
和

９
年
度
道
路
関
係
予
算

概
算
要
求
概
要
」
に
つ

い
て
説
明
を
い
た
だ
い

た
。
説
明
終
了
後
に
は

質
疑
応
答
や
意
見
交
換

が
行
わ
れ
た
。

令
和
９
年
度

令
和
９
年
度

道
路
関
係
予
算
概
算
要
求
概
要
説
明
会

道
路
関
係
予
算
概
算
要
求
概
要
説
明
会

　

国
土
交
通
省
は
、
８
月
28
日
に
令
和
９
年
度
予
算
概
算
要
求
概
要
を
公
表
し
た
。

　

道
路
関
係
予
算
で
は
、
事
業
費
６
兆
５
，
１
６
０
億
円
（
対
前
年
度
比
１
・
13
）
、
国
費
３
兆

１
，
３
５
６
億
円
（
対
前
年
度
比
１
・
47
）
と
な
っ
て
い
る
。

　

令
和
８
年
８
月
18
日
、
綿
貫
民
輔
最

高
顧
問
が
ご
逝
去
さ
れ
ま
し
た
。
享
年

99
歳
で
し
た
。

　

綿
貫
民
輔
最
高
顧
問
は
、
約
20
年
間

に
渡
り
全
国
道
路
利
用
者
会
議
の
会
長

を
務
め
、
道
路
整
備
促
進
に
ご
尽
力
頂

き
ま
し
た
。
こ
こ
に
謹
ん
で
お
悔
や
み

申
し
上
げ
ま
す
。

綿貫民輔最高顧問逝去

（単位：百万円）

区　分

令和9年度（A） 前年度（B） 倍率（A）／（B）

備　考
事業費 国費 事業費 国費 事業費 国費

「強く豊かな日本」
投資枠を除く

「強く豊かな日本」
投資枠を除く

直 轄 事 業 2,312,968 2,312,968 1,907,101 1,620,166 1,620,166 1.44 1.44 1.19 
１． 直轄事業の国費には、地方公共団体の直轄事業負担金（4,642億円）を含む。
２． 有料道路事業等の事業費には、各高速道路株式会社の建設利息を含む。
３． 有料道路事業等の計数には、高速道路自動車駐車場整備事業費補助、高速道路連結

部整備事業費補助、特定連絡道路工事資金貸付金、連続立体交差事業資金貸付金、
電線敷設工事資金貸付金、自動運行補助施設等設置工事資金貸付金を含む。

４． 本表のほか、令和9年度予算において防災・安全交付金（国費1兆1,293億円［対前
年度比1.32］）、社会資本整備総合交付金（国費6,811億円［対前年度比1.48］）が
あり、地方の要望に応じて道路整備に充てることができる。

５． 本表のほか、東日本大震災からの復旧・復興対策事業として令和9年度予算におい
て社会資本整備総合交付金（国費152億円［対前年度比11.40］）があり、地方の要
望に応じて道路整備に充てることができる。

６． なお、「第1次国土強靱化実施中期計画に基づく取組の推進に必要な経費」、「戦
略産業クラスター等の形成に資するインフラ整備等の推進に必要な経費」、「労務
費確保の必要性や近年の資材価格の高騰の影響等を考慮した公共事業等の実施に必
要な経費」、「高速道路の料金割引に必要な経費」については、事項要求を行い、
予算編成過程において検討する。

７． 本表のほか、直轄道路（権限代行区間を含む）に係る災害復旧事業費（国費85億
円）等がある。

８． 本表のほか、行政部費（国費9億円）及びデジタル庁一括計上分（国費48億円）が
ある。

（参考）
令和7年度における社会資本整備総合交付金（道路関係）の交付決定状況（令和8年3月
末時点）について
　［当初予算］
　・防災・安全交付金　国費3,085億円
　・社会資本整備総合交付金　国費1,254億円
　［補正予算］
　・防災・安全交付金　国費841億円
　・社会資本整備総合交付金　国費402億円

改 築 そ の 他 1,604,135 1,604,135 1,198,268 1,010,921 1,010,921 1.59 1.59 1.19 

維 持 修 繕 586,428 586,428 586,428 476,770 476,770 1.23 1.23 1.23 

諸 費 等 122,405 122,405 122,405 114,475 114,475 1.07 1.07 1.07 

補 助 事 業 1,412,883 804,506 610,549 882,125 512,325 1.60 1.57 1.19 

高規格道路、IC等アクセス道路その他 896,447 492,105 298,148 459,504 254,590 1.95 1.93 1.17 

道路メンテナンス事業 494,320 284,394 284,394 401,558 231,214 1.23 1.23 1.23 

除 雪 22,116 14,744 14,744 21,063 14,042 1.05 1.05 1.05 

補 助 率 差 額 ― 13,263 13,263 ― 12,479 ― 1.06 1.06 

小 計 3,725,851 3,117,474 2,517,650 2,484,291 2,114,491 1.50 1.47 1.19 

有 料 道 路 事 業 等 2,790,136 18,148 18,148 3,282,488 11,984 0.85 1.51 1.51 

合 計 6,515,987 3,135,622 2,535,798 5,766,779 2,126,475 1.13 1.47 1.19 


